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株主のみなさまへ

株主のみなさまへ

株主のみなさまには、ますますご清栄のこととお慶び申しあ

げます。また、平素は格別のご支援を賜り厚くお礼申しあげます。

当社第40期中間期（平成14年４月１日から平成14年９月30日

まで）事業報告書として、営業の概況等をご報告いたします。

営業の概況

当中間期の世界経済動向につきましては、当初年初からの緩

やかな回復基調が継続したものの、米国における会計不信問題

を発端として世界同時株安が起こるなど、急速に景気の先行き

に対する懸念が高まりました。また日本経済につきましては、

設備投資の冷え込み、雇用情勢の悪化など依然として不透明感

を残したまま低調に推移いたしました。

当社の参画しておりますエレクトロニクス業界につきまして

は、企業の情報化投資抑制・延期など、依然として厳しい状況

にあるものの、一方ではDVDプレーヤーやデジタルカメラに代

表されるデジタル家電の一部における需要拡大など回復の兆し

を見せました。また半導体関連産業におきましても、昨年末を

底にして、在庫調整の進展、民生機器用半導体の需要増など、

緩やかながら回復過程をたどりました。

こうした状況のもと、当社は前期に引続き、グループ一丸と

なってあらゆる経費の削減、製造開発拠点の再配置も含めた業

務の効率化に取組むとともに、ビジネス環境の激しい変化に対

応できる企業体質の構築に努めてまいりましたが、売上高は本

格的な回復までには至らず、連結業績につきましては、売上高
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務プロセスの効率化を継続して実施し、厳しい環境下において

も利益を創出できる企業体質を構築してまいります。

当社はこれらの諸施策を推進し、真の「グローバル・エクセ

レント・カンパニー」すなわち強い国際競争力、高い成長力、

高い収益力を備え、活力あふれる力強い企業の構築を目指して

まいります。

今後とも企業価値の最大化に努め、株主各位のご期待に応え

てまいる所存でありますので、より一層のご支援とご理解をよ

ろしくお願い申しあげます。

平成14年12月
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2,233億８千８百万円（前年中間期比11.7％減）、経常損失７億１

百万円、中間純損失25億３千７百万円となりました。単独業績

につきましては、売上高1,801億９千３百万円（前年中間期比

14.0％減）、経常損失41億７千６百万円、中間損失19億３千万円

となりました。

会社が対処すべき課題

一昨年からの未曾有の半導体不況を経験した半導体関連産業

におきましては、依然として設備投資抑制が続いており、本格

回復は年明け以降になるものと考えられております。一方、中

国市場の台頭をはじめとするマーケットの変化、半導体メーカ

ーの事業統廃合などが今後さらに激しくなるものと予想される

中、本格的なモバイル化、ブロードバンド化に向けて、エレク

トロニクス関連機器に搭載される半導体需要は、振幅を繰り返

しながらも中長期的には高い成長を示す産業であることに変わ

りはありません。現在マーケットは、半導体製造装置メーカー

に、「最高の独自技術」と「極限のコスト」の実現という２つの

課題を要求しており、当社におきましては、この両方の課題を

同時に世界レベルで達成するために、今後も圧倒的に差別化さ

れた製品のタイムリーな市場投入と次世代コアテクノロジーの

開発に注力し、顧客の要求に基づく装置・技術をいち早く実現

することが重要であるとの認識のもと、開発の早い段階から世

界の有力半導体メーカーとの協業を行うとともに、協調関係に

ある他の装置メーカーとの戦略的提携も積極的に進めてまいり

ます。また、グループ一丸となってあらゆるコストの削減、業

取締役社長　　東　哲郎
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単独 連結 単独 連結 

単独ベースの受注高が前第３四半期の255億円を底として、第１
四半期には1,269億円（前第１四半期比96.1％増）となるなど回復基調
となりましたが、第２四半期には環境不透明感による市況の減速
を受け、893億円となりました。この結果、売上高は前年下期の1,218
億３千３百万円を上回り、1,772億２千６百万円となったものの、
前年中間期の水準（前年中間期比13.1％減）には至りませんでした。

ブロードバンド（広帯域通信網）関連製品を中心に、売上高81

億２千６百万円（前年中間期比3.3％減）となりました。

プラズマ処理装置
Trias®SPA

ブロケードコミュニケーションズシステムズ社
Silkworm 12000

エクストリーム ネットワーク社
Gigabit ETHERNETスイッチ

300mmウェーハ対応25枚フレキシブル
ロード型ホットウォールシステム
TELFORMULA®

パソコン、通信、ネットワーク関連機器向けの最先端デバイス
を中心に、売上高373億５千９百万円（前年中間期比6.7％減）と
なりました。

ザイリンクス社
FPGA、CPLD

富士通㈱
ASIC, MPU, MCU, メモリ, 
ASSP, 通信用IC, LCD

製品名および会社名は、各社の商標、または登録商標です。

( )

部　　門 営業の状況および主要営業品目

半導体製造装置

コンピュータ・
ネットワーク

電　子　部　品
東京エレクトロン
デバイス株式会社

東京エレクトロングループは、エレクトロニクス技術を利用した半導体製造装置、コンピュータ・ネットワーク、電子部品等の製

造・販売を事業の中心としております。各部門の営業の状況および主要な営業品目は、次のとおりであります。

主要な事業内容（平成14年 9月30日現在）
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ウェーハ洗浄�
洗浄装置�

レジスト塗布�

コータ/デベロッパ�

マスク合わせ・露光�

ステッパー�

フォトリソグラフィー工程�

現像�

コータ/デベロッパ�

�

エッチング�

エッチング装置�

レジスト除去�

アッシング装置�

ゲート膜形成�
酸化／拡散・LP-CVD装置�

エッチング�
エッチング装置�

ソース・ドレイン形成�
イオン注入装置�

層間絶縁膜形成�
CVD装置、SOD装置�

コンタクトホール形成�
エッチング装置�

コンタクトorビア埋込み／研磨�
メタルCVD装置／CMP装置�

メタル成膜�
メタルCVD装置、スパッタリング装置�

エッチング�
エッチング装置�

保護膜形成�
プラズマCVD装置�

プローブ検査�
プローバ�

研　磨�
CMP装置�

ウェーハ処理�
プロセス�

シリコンウェーハ�

組立／パッケージ�

チップ検査�

右図のプロセス（前工程）
を繰り返し行い、IC回路を
形成する。各処理間では、
洗浄装置でウェーハを洗浄
する。�

フォトリソグラフィー�
工　程�

フォトリソグラフィー�
工　程�

フォトリソグラフィー�
工　程�

メタル配線�

層間絶縁膜�

シリコンコンタクト�

ICの内部構造（モデル図）�

ビア�

ゲート�

ウェーハ処理プロセス（前工程）�

半導体は、たくさんのトランジスタや抵抗などの素子とそれら
をつなぐ配線からなる複雑な構造となっております（右モデル
図参照）。また、その製造プロセスは、主にシリコンウェーハ上
に金属や絶縁体の薄膜を重ね合わせることと、不要な部分を削
り取ることを繰り返して回路を形成する前工程と、組立・パッ
ケージングを行う後工程の二つに分けられます。当社はこのう
ち、前工程のほぼ全てをカバーする製品群をラインアップし、
お客様より高い評価をいただいております。

CVD（Chemical Vapor Deposition）
ウェーハ表面に原料となるガスを流し、熱やプラズマを利用
して化学反応で薄膜を堆積させる技術。
エッチング
CVDなどで成膜した薄膜を化学反応で取り去る技術。

SOD（Spin on Deposition）
配線と配線の間を埋める絶縁膜を液体の原料を用いて回転塗
布法で成膜する技術。
CMP（Chemical Mechanical Polishing）
機械的加工と化学反応により形成した薄膜を平坦化する技術。

用語解説

半導体（IC）製造プロセス
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CLOSE UP

近年、液晶ディスプレイ（LCD）に代表されるフラ

ットパネルディスプレイ（FPD）の市場が急速に拡大

しています。LCDは、従来のブラウン管に比べ、省ス

ペースと省電力を実現し、パソコン用のディスプレイだ

けでなく、私たちの生活に身近な存在である家庭用カラ

ーテレビまでがLCDへとシフトし始めています。現在、

FPDの中心となっているのはTFT-LCD（薄膜トランジ

スタ型LCD）ですが、その他様々な方式も登場してき

ており、FPD市場は今後も大きく成長していくものと

期待されています。

開発・製造拠点
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（単位：億米ドル） 

2002 2003 2004 2005 2006

FPDの製造工程が半導体（IC）の製造工程と類似し

ていることに着目し、1986年に当社は長年培ってきた半

導体製造装置部門の技術をベースにFPD製造装置ビジ

ネスをスタートさせました。当初の５年間は、市場調

査・技術分析・要素技術開発・試作機納入などの活動を

行い、1991年から独立組織として本格的な活動を開始し

ました。現在ではプロセス性能、信頼性などの面でお客

様よりご好評をいただいており、1992年３月期には10億

円であった売上高も2002年３月期には400億円を超える

に至りました。

当社の販売するFPD製造装置は、プラズマエッチン

グ／アッシング装置とコータ／デベロッパの２種類で、

いずれも世界No.１のシェアを有しております。プラズ

マエッチング／アッシング装置につきましては、子会社

の東京エレクトロンAT株式会社（山梨県韮崎市）にて

開発・製造を行い、コータ／デベロッパは、子会社の東

京エレクトロン九州株式会社大津事業所（熊本県大津町）

において開発・製造を行っております。また、販売先に

関しましては、当初は日本国内だけでしたが、台湾、韓

国、シンガポールなどのアジア諸国へ拡大してきており

ます。

FPD市場規模予測

（出所：DisplaySearch社）

急速な成長を続けるFPD市場
～FPD製造装置ビジネスのご紹介～
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急速な成長を続けるFPD市場、その規模は2010年にはワ

ールドワイドで12兆円を超えると予測されており、FPD産

業は今後も継続した成長を示す分野であると言えます。当

社は、今後も拡がるFPD市場に対応し、引続き顧客である

FPDメーカーのニーズに合致する製品の市場投入を行い、

最高の顧客満足を実現してまいります。

LCDは当初、ブラウン管に比べて視野角やコントラスト、

色表現の広さなどの課題を残していましたが、これらをク

リアすることにより、パソコン、携帯電話、デジタル家電

にまで幅広く使われるようになりました。現在ではLCDに

加え、自発光の素材を用いた有機E L（ E l e c t r o

Luminescence）ディスプレイやガラスに塗った蛍光体に電

子を当て発光させるFED（Field Emission Display）などの

新しいFPDの研究開発、製品化が進められており、更なる

市場拡大の可能性を拡げています。

成長を続けるFPD市場

東京エレクトロン九州株式会社　大津事業所

FPD製造装置ビジネスに関わっている人員につきまして

は、2002年９月末現在、国内外の製造、フィールドエンジ

ニアリングの人員を合わせて約750名となっております。

FPDコータ／デベロッパ　CL1200
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業績等の推移

単独

平成13年4月１日から

平成13年9月30日まで

連結

平成13年4月１日から

平成13年9月30日まで

平成13年4月１日から

平成14年3月31日まで

平成14年4月１日から

平成14年9月30日まで

平成13年4月１日から

平成14年3月31日まで

平成14年4月１日から

平成14年9月30日まで

期別 第40期中間期 第39期中間期 第39期

区分

売上高（百万円）

半導体製造装置 177,226 203,881 325,715

コンピュータ･ネットワーク 8,126 8,407 17,031

電子部品 37,359 40,045 73,657

その他 676 787 1,421

合　計 223,388 253,121 417,825

経常利益（百万円） △ 701 10,974 △ 19,464

中間（当期）純利益（百万円） △ 2,537 2,585 △ 19,938

総資産（百万円） 548,988 642,472 556,915

株主資本（百万円） 293,240 326,411 307,578

1株当たり中間（当期）純利益（円） △ 14.52 14.76 △ 113.85

期別 第40期中間期 第39期中間期 第39期

区分

売上高（百万円）

半導体製造装置 172,054 201,093 315,510

コンピュータ･ネットワーク 8,139 8,428 17,063

合　計 180,193 209,522 332,573

経常利益（百万円） △ 4,176 11,423 △ 9,564

中間（当期）利益（百万円） △ 1,930 7,762 △ 6,836

総資産（百万円） 473,698 552,281 487,022

株主資本（百万円） 257,955 283,751 269,408

1株当たり中間（当期）利益（円） △ 11.05 44.31 △ 39.04

1株当たり配当金（円） 4.00 4.00 8.00

11年3月期
（第36期） 

12年3月期
（第37期） 

13年3月期
（第38期） 
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0
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209,522

253,121

626,807

723,880
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180,193
223,388

417,825

266,397

168,081

313,820

364,212

440,728

328,082

147,969 148,175
183,711

14年3月期
（第39期） 

■売上高（百万円） 
上
期 

通
期 

上
期 

通
期 

単　独 連　結 

14年9月中間期
（第40期） （注）△は、損失を示しております。

（注）△は、損失を示しております。
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8,955

10,243

8,576

1,218

11年3月期
（第36期） 

12年3月期
（第37期） 

13年3月期
（第38期） 

14年3月期
（第39期） 

14年9月中間期
（第40期） 
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単独 単独 

249,695

394,427

443,278

601,416

487,022
473,698

729,511

556,915 548,988

258,380

■総資産（百万円） 
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■株主資本（百万円） 

257,715
273,602

333,281

307,578

293,240

269,408

257,955

285,638

連結 連結 

414,902

499,499

11年3月期
（第36期） 

12年3月期
（第37期） 

13年3月期
（第38期） 

11,423

△9,564
△4,176

△701

10,974

△19,464

16,481

33,838

9,645
7,7484,872

7,6646,200 3,654

■経常利益（百万円） 
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単　独 連　結 

8,128

19,847

29,418

62,011

6,503

5291,865
0
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14,908
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14年3月期
（第39期） 

14年9月中間期
（第40期） 

11年3月期
（第36期） 

12年3月期
（第37期） 

13年3月期
（第38期） 

14年3月期
（第39期） 

14年9月中間期
（第40期） 

11年3月期
（第36期） 

12年3月期
（第37期） 

13年3月期
（第38期） 

14年3月期
（第39期） 

14年9月中間期
（第40期） 

11年3月期
（第36期） 

12年3月期
（第37期） 

13年3月期
（第38期） 

14年3月期
（第39期） 

14年9月中間期
（第40期） 

■中間（当期）純利益（百万円） 
上
期 

通
期 

上
期 

通
期 

単　独 連　結 

53,866

119,223

59,698

26,820

30,934

7,762
2,585

△19,938

△6,836
△1,930△2,537

（注）△は、損失を示しております。 （注）△は、損失を示しております。
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中間連結財務諸表

中間連結貸借対照表

（注） 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 有形固定資産の減価償却累計額（当中間期末） 105,467百万円
3. 自己株式の数（当中間期末） 2,009,488株
4. 中間連結財務諸表規則の改正にもとづき、前年中間期および前期の資本の
部につきましては、改正後の表示区分に組み替えております。

負債の部 当 中 間 期 前年中間期 前　　　期
（平成14年９月30日現在）（平成13年９月30日現在）（平成14年３月31日現在）

流動負債 149,967 172,521 109,501

輸入支払手形及び買掛金 40,750 27,193 26,625

短期借入金 21,603 28,467 20,311

コマーシャル・ペーパー 20,000 55,000 10,000

一年以内償還予定社債 20,000 20,000 20,000

一年以内償還予定転換社債 15,495 ― ―

未払法人税等 3,202 6,889 1,663

賞与引当金 2,416 3,695 2,463

新株引受権 1,295 699 694

その他 25,204 30,575 27,744

固定負債 105,720 143,487 139,776

社債 60,000 80,000 80,000

転換社債 ― 15,500 15,500

長期借入金 8,164 15,077 9,951

退職給付引当金 33,197 30,297 31,714

役員退職慰労引当金 987 1,174 1,269

新株引受権 ― 630 624

その他 3,371 807 716

負債合計 255,688 316,008 249,278

少数株主持分 60 53 58

資本の部
資本金 47,216 47,213 47,213

資本剰余金 70,278 70,275 70,275

利益剰余金 186,956 213,419 190,195

その他有価証券評価差額金 △ 22 43 1,170

為替換算調整勘定 1,915 541 3,737

自己株式 △ 13,104 △ 5,082 △ 5,014

資本合計 293,240 326,411 307,578

負債・少数株主持分・資本合計 548,988 642,472 556,915

資産の部 当 中 間 期 前年中間期 前　　　期
（平成14年９月30日現在）（平成13年９月30日現在）（平成14年３月31日現在）

流動資産 353,781 459,042 353,423

現金及び預金 47,733 59,788 48,409

受取手形及び売掛金 155,719 231,869 157,414

有価証券 10 ― 10

たな卸資産 133,097 146,177 127,352

繰延税金資産 3,405 11,820 3,401

その他 14,230 10,264 17,455

貸倒引当金 △ 415 △ 879 △ 620

固定資産 195,206 183,430 203,491

有形固定資産 125,346 129,925 134,510

建物及び構築物 64,720 70,567 68,498

機械装置及び運搬具 27,962 25,103 29,643

工具器具及び備品 9,274 12,468 11,322

土地 19,761 19,622 19,907

建設仮勘定 3,627 2,164 5,138

無形固定資産 27,136 28,070 28,753

連結調整勘定 15,980 17,877 16,929

その他 11,156 10,192 11,823

投資その他の資産 42,724 25,434 40,227

投資有価証券 8,018 8,839 9,535

長期貸付金 96 112 83

繰延税金資産 27,276 7,093 22,591

その他 7,668 9,638 8,303

貸倒引当金 △ 335 △ 248 △ 285

資産合計 548,988 642,472 556,915

単位：百万円 単位：百万円
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中間連結損益計算書 中間連結キャッシュ・フロー計算書

（注） 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. △は、損失を示しております。
3. １株当たり中間純利益（当中間期（△損失）） △14円52銭
4. １株当たり株主資本（当中間期） 1,688円35銭
5. 中間期における税金費用については、簡便法による税効果会計を適用して
いるため、法人税等調整額は「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示
しております。

（注） 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. △は、現金及び現金同等物の流出を示しております。

連結範囲及び持分法の適用に関する事項（当中間期）
連結子会社数 29社
非連結子会社数 ０社 （うち持分法適用会社０社）
関連会社数 １社 （うち持分法適用会社０社）

当 中 間 期 前年中間期 前　　　期
科　　　目 平成14年４月１日から 平成13年４月１日から 平成13年４月１日から

平成14年９月30日まで 平成13年９月30日まで 平成14年３月31日まで（ ）（ ）（ ）
当 中 間 期 前年中間期 前 　 　 期

科　　　目 平成14年４月１日から 平成13年４月１日から 平成13年４月１日から
平成14年９月30日まで 平成13年９月30日まで 平成14年３月31日まで（ ）（ ）（ ）

営業活動によるキャッシュ・フロー 21,963 15,204 77,558
税金等調整前中間（当期）純利益（損失：△） △ 699 11,748 △ 22,919
減価償却費 13,381 12,287 26,294
連結調整勘定償却額 948 948 1,897
退職給付引当金の増加額 1,484 1,606 3,002
役員退職慰労引当金の増減額（減少：△） △ 282 66 161
貸倒引当金の減少額 △ 149 △ 830 △ 1,072
賞与引当金の減少額 △ 45 △ 7,233 △ 8,500
受取利息及び受取配当金 △ 108 △ 238 △ 350
支払利息 879 1,077 1,979
為替差損益（差益：△） 236 398 △ 187
社債発行費 ― 37 37
前期損益修正益 △ 29 ― △ 152
固定資産売却損益（益：△） △ 27 △ 91 △ 180
固定資産等除却損 306 83 850
投資有価証券評価損 68 ― 1,235
ゴルフ会員権評価損 11 25 75
売上債権の減少額 1,136 55,680 131,251
たな卸資産の増減額（増加：△） △ 9,138 14,140 28,359
仕入債務の増減額（減少：△） 14,373 △ 33,154 △ 34,166
未収消費税等の減少額 2,846 8,079 3,901
役員賞与の支払額 ― △ 756 △ 756
その他 △ 3,085 △ 7,337 △ 7,735
小計 22,105 56,537 123,025
利息及び配当金の受取額 108 239 350
利息の支払額 △ 933 △ 1,058 △ 1,970
法人税等の支払額 683 △ 40,512 △ 43,848

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,371 △ 21,547 △ 35,789
有形固定資産の取得による支出 △ 4,239 △ 18,767 △ 31,006
有形固定資産の売却による収入 2,246 362 1,605
無形固定資産の取得による支出 △ 989 △ 2,578 △ 5,390
無形固定資産の売却による収入 66 0 20
投資有価証券の取得による支出 △ 604 △ 19 △ 21
その他 149 △ 544 △ 996

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 19,005 2,114 △ 57,213
短期借入金の純増減額（減少：△） 1,048 △ 22,648 △ 34,795
コマーシャル・ペーパーの純増減額（減少：△） 10,000 25,000 △ 20,000
長期借入金の返済による支出 △ 1,261 △ 1,429 △ 3,017
社債の発行による収入 ― 6,094 6,094
社債の償還による支出 △ 20,000 ― ―
自己株式の純増加額 △ 8,089 △ 1,564 △ 1,495
配当金の支払額 △ 700 △ 3,330 △ 4,030
その他 △ 3 △ 5 31

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 262 △ 1,284 △ 1,436
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額 △ 675 △ 5,511 △ 16,881
現金及び現金同等物の期首残高 48,409 65,290 65,290
現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 47,733 59,778 48,409

売上高 223,388 253,121 417,825

売上原価 155,165 172,947 302,270

売上総利益 68,222 80,174 115,555

販売費及び一般管理費 67,720 68,241 133,865

営業利益 501 11,933 △ 18,310

営業外収益 1,120 883 1,796

受取利息 67 196 294

受取配当金 40 42 56

固定資産賃貸料 488 347 797

その他 523 297 647

営業外費用 2,324 1,842 2,950

支払利息 878 1,066 1,959

社債発行費 ― 37 37

固定資産賃貸費用 267 209 501

為替差損 552 476 340

その他 625 52 110

経常利益 △ 701 10,974 △ 19,464

特別利益 490 916 1,471

前期損益修正益 29 ― 152

貸倒引当金戻入益 170 819 1,138

固定資産売却益 41 97 180

国庫補助金等受入益 250 ― ―

特別損失 488 141 4,927

固定資産売却・除却損 320 88 851

貸倒引当金繰入額 88 28 54

投資有価証券評価損 68 ― 1,235

ゴルフ会員権評価損 11 25 75

事業構造改善費用 ― ― 2,671

その他 ― ― 38

税金等調整前中間（当期）純利益 △ 699 11,748 △ 22,919

法人税、住民税及び事業税 1,831 9,158 2,612

法人税等調整額 ― ― △ 5,602

少数株主利益 6 5 8

中間（当期）純利益 △ 2,537 2,585 △ 19,938

単位：百万円 単位：百万円
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中間単独財務諸表

中間貸借対照表

負債の部 当 中 間 期 前年中間期 前　　　期
（平成14年９月30日現在）（平成13年９月30日現在）（平成14年３月31日現在）

流動負債 143,554 160,892 108,953

輸入支払手形 4 0 ―

買掛金 60,063 55,598 52,453

短期借入金 1,243 1,018 1,514

コマーシャル・ペーパー 20,000 55,000 10,000

一年以内償還予定社債 20,000 20,000 20,000

一年以内償還予定転換社債 15,495 ― ―

未払金 17,424 21,535 18,795

未払法人税等 12 4,043 15

未払費用 162 220 221

前受収益 147 130 132

前受金 1,622 1,458 1,551

預り金 5,207 393 2,721

賞与引当金 527 716 482

新株引受権 1,295 699 694

その他の流動負債 348 76 371

固定負債 72,188 107,638 108,661

社債 60,000 80,000 80,000

転換社債 ― 15,500 15,500

長期借入金 1,400 2,200 1,800

退職給付引当金 9,693 8,893 9,230

役員退職慰労引当金 397 413 450

預り保証金 0 0 0

新株引受権 ― 630 624

子会社投資等損失引当金 697 ― 1,056

負債合計 215,743 268,530 217,614

資本の部
資本金 47,216 47,213 47,213

資本剰余金 70,278 70,275 70,275

資本準備金 70,278 70,275 70,275

利益剰余金 153,524 171,454 156,155

利益準備金 5,660 5,660 5,660

特別償却準備金 586 684 684

別途積立金 147,500 147,500 147,500

中間（当期）未処分利益（△損失） △ 222 17,608 2,309

（うち中間（当期）利益（△損失）） （△ 1,930） （7,762） （△ 6,836）

評価差額金 41 △ 109 778

自己株式 △ 13,104 △ 5,082 △ 5,014

資本合計 257,955 283,751 269,408

負債・資本合計 473,698 552,281 487,022

資産の部 当 中 間 期 前年中間期 前　　　期
（平成14年９月30日現在）（平成13年９月30日現在）（平成14年３月31日現在）

流動資産 359,752 439,466 371,349

現金及び預金 40,381 50,043 39,969

受取手形 1,698 6,055 5,496

売掛金 133,590 201,692 130,509

未収金 6,797 6,100 11,645

有価証券 10 ― 10

商品 53,037 43,176 46,319

貯蔵品 162 966 759

前払費用 1,031 616 731

前渡金 580 2,336 1,047

短期貸付金 117,077 124,053 128,782

繰延税金資産 1,374 3,057 1,374

その他の流動資産 4,393 2,318 5,469

貸倒引当金 △ 381 △ 952 △ 766

固定資産 113,946 112,815 115,673

有形固定資産 33,360 34,983 34,434

建物 11,850 12,729 12,335

構築物 274 316 293

機械装置 4,038 4,529 4,056

車両運搬具 0 0 0

工具器具及び備品 2,206 2,383 2,458

土地 14,840 14,820 14,840

建設仮勘定 148 203 449

無形固定資産 8,712 7,361 8,945

特許権 4,063 2,100 4,165

ソフトウェア 3,176 2,293 2,635

その他の無形固定資産 1,472 2,968 2,144

投資等 71,873 70,470 72,293

投資有価証券 6,143 6,591 6,880

子会社株式 47,182 45,345 45,309

長期貸付金 3,139 9,455 6,471

長期前払費用 1,327 1,166 1,569

長期差入保証金 2,149 3,877 2,170

繰延税金資産 12,372 2,976 9,667

その他の投資 1,200 1,322 1,316

貸倒引当金 △ 1,642 △ 264 △ 1,091

資産合計 473,698 552,281 487,022

単位：百万円 単位：百万円
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中間貸借対照表注記事項

1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

3. 子会社に対する短期金銭債権（当中間期末） 123,359百万円

子会社に対する長期金銭債権（当中間期末） 3,085百万円

子会社に対する短期金銭債務（当中間期末） 67,059百万円

4. 有形固定資産の減価償却累計額（当中間期末） 27,389百万円

5. 役員退職慰労引当金は、商法第287条ノ２に規定する引当金であります。

6. １株当たり中間利益（当中間期（△損失）） △11円05銭

7. 自己株式の数（当中間期末） 2,009,488株

8. 中間財務諸表等規則の改正にもとづき、前年中間期および前期の資本の部に

つきましては、改正後の表示区分に組み替えております。

中間損益計算書注記事項

1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. △は、損失を示しております。

3. 子会社に対する売上高（当中間期） 8,681百万円

子会社よりの仕入高（当中間期） 162,013百万円

子会社との営業取引以外の取引高（当中間期） 3,700百万円

当 中 間 期 前年中間期 前　　　期
科　　　目 平成14年４月１日から 平成13年４月１日から 平成13年４月１日から

平成14年９月30日まで 平成13年９月30日まで 平成14年３月31日まで

中間損益計算書

（ ）（ ）（ ）
営業収益 180,193 209,522 332,573

売上高 180,193 209,522 332,573

営業費用 186,016 201,663 346,215

売上原価 164,202 179,959 301,942

販売費及び一般管理費 21,813 21,703 44,272

営業利益 △ 5,822 7,859 △ 13,641

営業外収益 3,129 5,157 6,976

受取利息 480 670 1,195

受取配当金 1,280 3,335 3,343

固定資産賃貸料 1,104 972 2,038

雑収入 263 179 398

営業外費用 1,482 1,593 2,899

支払利息 30 46 76

社債利息 691 739 1,487

社債発行費 ― 37 37

固定資産賃貸費用 457 439 956

為替差損 265 302 291

雑支出 38 28 50

経常利益 △ 4,176 11,423 △ 9,564

特別利益 366 915 1,158

貸倒引当金戻入益 ― 862 1,058

固定資産売却益 7 53 100

子会社投資等
359 ― ―損失引当金戻入益

特別損失 277 47 4,057

固定資産売却・除却損 17 5 523

貸倒引当金繰入額 192 24 861

投資有価証券評価損 68 ― 1,235

ゴルフ会員権評価損 ― 17 46

子会社投資等
損失引当金繰入額 ― ― 1,056

子会社株式評価損 ― ― 299

その他の特別損失 ― ― 34

税引前中間（当期）利益 △ 4,088 12,291 △ 12,462

法人税、住民税及び事業税 △ 2,157 4,529 25

法人税等調整額 ― ― △ 5,652

中間（当期）利益 △ 1,930 7,762 △ 6,836

前期繰越利益 1,708 9,846 9,846

中間配当額 ― ― 700

中間（当期）未処分利益 △ 222 17,608 2,309

単位：百万円
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株式の状況（平成14年９月30日現在） 株価と出来高（平成11年10月～平成14年９月）

株式・社債の状況

大株主（平成14年９月30日現在）

会社が発行する株式の総数 300,000,000株
発行済株式の総数 175,693,488株
資本金 47,216,250,243円
株主数 51,466名
所有者別状況

1.  社債

金融機関・ 
証券会社 

87,861,881株 
（50.00％） 

その他の法人 
15,963,305株 
（9.09％） 

外国法人等 
50,205,602株 
（28.58％） 

個人その他 
21,662,700株 
（12.33％） 

銘柄 発行日 発行総額 利率 償還期限 未償還残高

3.  転換社債

第　７　回 平成11年
無担保社債 ７月23日

第　８　回 平成12年
無担保社債 ８月18日

第　９　回 平成12年
無担保社債 ８月18日

200億円

200億円

300億円

200億円

200億円

300億円

平成16年
1.39％ ７月23日

平成15年
0.85％ ８月18日

平成17年
1.30％ ８月18日

銘柄 発行日 発行総額 利率 償還期限 転換価格 転換率

第２回無担保 平成６年 平成15年
300億円 0.90％ 3,150円 48.35％

転 換 社 債 ４月27日 ９月30日

2.  新株引受権付社債

銘柄 発行日 発行総額 利率 償還期限 行使価格 行使率

第　４　回 平成12年 平成18年無担保新株
６月９日

45億円 1.59％
６月９日

14,070円 ―％
引受権付社債

第　５　回 平成13年 平成19年無担保新株
６月８日

55億円 0.86％
６月８日

9,608円 ―％
引受権付社債

（円）�

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H11.10 H12.9 H13.9 H14.9
0

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

（千株）�

株価�

出来高�

��

社債の状況（平成14年９月30日現在）

（注） 1. 持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
2. 証券取引法の「株券等の大量保有の状況に関する開示」制度に基づき、キャピタ
ル・ガーディアン・トラスト・カンパニーおよびその関連会社である他４社から平
成14年９月17日付で提出された変更報告書により平成14年９月12日現在、21,509千
株所有している旨、またフィデリティ投信株式会社から平成14年10月11日付で提出
された変更報告書により平成14年９月30日現在、9,384千株所有している旨の報告を
受けておりますが、当社として平成14年９月30日現在の所有株式数の確認ができな
い部分については上記表に含めておりません。

3. 株式会社東京放送の持株数には、同社が退職給付信託の信託財産として拠出してい
る当社株式1,508千株（持株比率0.85％）を含んでおります（株主名簿上の名義は
「包括信託受託者三井アセット信託銀行株式会社（委託者株式会社東京放送）」であり
ます。）。

4. ザ　チエース　マンハツタン　バンク　エヌエイ　ロンドン　エス　エル　オムニ
バス　アカウントおよびザ　チエース　マンハツタン　バンク　エヌエイ　ロンド
ンならびにステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　カンパニーは、主
として欧米の機関投資家の所有する株式の保管業務を行うとともに、当該機関投資
家の株式名義人となっております。

株　主　名
当社への出資状況

当社の当該株主
への出資状況

持 株 数 議決権比率 持 株 数 議決権比率

千株 ％ 千株 ％
株 式 会 社 東 京 放 送 14,921 8.60 1,150 0.71
日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 11,208 6.46 ― ―
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 9,196 5.30 ― ―
株 式 会 社 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 8,744 5.04 ― ―
ＵＦＪ信託銀行株式会社（信託勘定A口） 7,653 4.41 ― ―
ザ チエース マンハツタン バンク エヌエイ
ロンドン エス エル オムニバス アカウント 7,368 4.24 ― ―

第一生命保険相互会社 6,000 3.45 ― ―
日本生命保険相互会社 4,444 2.56 ― ―
ザ チエース マンハツタン バンク
エ ヌ エ イ ロ ン ド ン 4,293 2.47 ― ―

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 3,733 2.15 ― ―
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役　員　等

会社の概況

業務執行責任者（コーポレート・シニア・スタッフ）（平成14年12月１日現在）

東　　哲郎

常石　哲男

田中　健生

吉田　光孝

溝口　　信

小野里　充

Gerald Thurgood

石井　浩介

井田　�善

岩津　春生

児玉　孝雄

小松原隆一

春原　　清

富田　　博

井上　芳徳

久我　宣之

栗木　康幸

佐藤　　潔

佐藤　博信

竹渕　裕樹

中村　　�

松岡　孝明

竹中　博司

久保寺正男

黒岩　健吾

原　　　護

山城　　恵

勝山　　均

古垣　圭一

砂川　俊昭

Barry R. Rapozo

David Brough

郭　泰　均

黄　民　奇

取締役および監査役（平成14年12月１日現在）

代表取締役社長 東　　哲郎
代表取締役専務 常石　哲男
取締役 田中　健生
取締役 吉田　光孝
取締役 井上　準一
取締役 石橋　寛介
取締役 原　　　護
取締役（社外） 砂原　幸雄
取締役（社外） 近藤　俊之
常勤監査役 栗山敬一郎
常勤監査役 鈴木　孝則
常勤監査役 木村富司雄
監査役 前田　　博

商　　号 東京エレクトロン株式会社
TOKYO ELECTRON LIMITED

設　　立 昭和38年11月11日
資 本 金 47,216,250,243円
本　　社 東京都港区赤坂五丁目３番６号
主要な事業所
府中テクノロジーセンター 東京都府中市住吉町２丁目30番７号
大阪支社 大阪府大阪市淀川区宮原３丁目４番30号
関西テクノロジーセンター 兵庫県尼崎市扶桑町１番８号
九州支社 熊本県菊池郡菊陽町津久礼2655番地
山梨事業所
（藤井地区） 山梨県韮崎市藤井町北下条2381番地の１
（穂坂地区） 山梨県韮崎市穂坂町三ッ沢650番地
東北事業所 岩手県江刺市岩谷堂字松長根52番地
営業所 名古屋
ホームページ http://www.tel.co.jp

会社の概況（平成14年９月30日現在）

本社（ＴＢＳ放送センター15・16・17・18Ｆ）

（注）監査役のうち木村富司雄氏および前田　博氏は、商法特例法
に定める社外監査役であります。



決　　　算　　　期 毎年３月31日

定 時 株 主 総 会 毎年６月

基　　　準　　　日 定時株主総会については、毎年３月31日
その他必要があるときは、あらかじめ公告
する一定の日

配当支払株主確定日 利益配当金 毎年３月31日
中間配当 毎年９月30日

１単元の株式の数 100株
名 義 書 換 代 理 人 東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

郵 便 物 送 付 先 〒168-0063東京都杉並区和泉二丁目８番４号
電 話 照 会 先 中央三井信託銀行株式会社証券代行部

証券代行事務センター
@（03）3323－7111

同 　 取 　 次 　 所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本支店

単 元 未 満 株 式 の
上記名義書換代理人および同取次所

買 取 請 求 取 扱

公 告 の 方 法 日本経済新聞に掲載
ただし、貸借対照表および損益計算書は、
http://www.tel.co.jp/j/ir/kessanad/index.html
において提供します。

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所　市場第一部
（証券コード　8035）

株主メモ

( )

この報告書は再生紙を使用しております。


